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設立認可申請書作成上の注意

１　この書式は、標準を示したものであり、申請者が作成する書類の全てがこれらと一致する必要はありませんが、可能な限り各書類の関連箇所どうしの突合を行い、整合性を取ってください。

２　用紙は、Ａ４判を縦に用い、左横書きの左綴じとします。

３　使用文字は、原則常用漢字を用いてください。（略字は不可）

４　書類は、最少４部作成し、１部は法人の控えとし、残り３部（正本１部、副本２部）を高知県健康政策部医療政策課に提出してください。

（副本１部は、認可書交付の際にお返しします。）

５　証明書は、県に提出する３部のうち正本には全て現物を添付してください。

副本２部については、写しでかまいません。

　　

６　証明書を除く書類の上部余白にはできるだけ捨印を押印してください。

（項目訂正が容易となります。）

７　添付書類は、別紙とし、異なる書類を表裏に記載しないでください。

８　書類の提出に当たっては、一応の書類が整った段階で事前審査を受けるようにしてください。

	医療法人の認可基準

【資産要件】

（１）病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する場合（医療法施行規則第３０条の３４）

・業務を行うために必要な施設、設備又は資金を有すること。

（２）新たに医療施設を開設する場合

・２ヶ月分の運転資金を有すること。

（３）土地・建物を医療法人が所有していない場合

　　　・賃貸借契約が長期（１０年以上）にわたるもので、かつ確実なものであること。

　　　・賃借料が近隣の土地・建物の賃借料と比較して著しく高額なものでないこと。

【役員の要件】

（１）役員の数

　　　・原則、理事３名以上、監事１名（医療法第４６条の５第１項）

（２）役員の資格（医療法第４６条の５第５項）

　　　・精神の機能の障害により職務を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者

　　　・医療法、医師法、歯科医師法その他医事に関する法令の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者でないこと。

　　　・禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者でないこと。

（３）その他の事項

　　　・理事長は、原則、医師又は歯科医師である理事の内から選出すること。

（医療法第４６条の６第１項）

　　　・医療法人の開設する医療施設の管理者は、原則、理事に加えること。

　　　　（医療法第４６条の５第６項）

　　　・監事は、理事又は医療法人の職員を兼ねてはならないこと。

　　　　（医療法第４６条の５第８項）

　　　・監事は、他の役員と親族等の特殊の関係がある者ではないこと。

　　　　（医療法人運営管理指導要綱）

　　　・医療法人と関係のある特定の営利法人の役員が理事長に就任したり、役員として参画していることは、非営利性という観点から適当でないこと。

　　　　（医療法人運営管理指導要綱）

　


第55号様式（第10条関係）
年　　月　　日
高知県知事　様
申請者　主たる事務所の所在地
名称
設立代表者の氏名　　　　　　　　　　　　㊞
電話番号
医療法人設立認可申請書
医療法人の設立について医療法第44条第１項の認可を受けたいので、医療法施行規則第31条の規定により下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
１　設立しようとする医療法人の主たる事務所の所在地及び名称
２　財団たる医療法人を設立しようとするときは、理事の任免の方法

３　その他必要な事項
注　次に掲げる書類を添えてください。
(１)　定款又は寄附行為
(２)　設立当初において医療法人に所属すべき財産の財産目録

(３)　設立決議録

(４)　不動産その他の重要な財産の権利の所属についての登記所、銀行等の証明書類

(５)　医療法人が開設しようとする病院、医療法第39条第１項に規定する診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の診療科目、従業者の定員並びに敷地及び建物の構造設備の概要を記載した書類

(６)　医療法第42条第４号又は第５号に掲げる業務を行おうとする医療法人であるときは、当該業務に係る施設の職員、敷地及び建物の構造設備の概要並びに運営方法を記載した書類

(７)　設立後２年間の事業計画及びこれに伴う予算書

(８)　設立者の履歴書

(９)　設立代表者を定めたときは、適法に選任されたこと及びその権限を証する書類

(10)　役員となる者の就任承諾書及び履歴書

　　(11)　医療法人が開設しようとする病院、診療所若しくは歯科診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の管理者となるべき者の住所及び氏名を記載した書面（別記）


（別記）
添　　付　　書　　類

１　設立趣意書

２　設立総会議事録　※

(議案書については、他の申請書類と重複するため、添付を省略する。)
３　医療法人設立概要書

４　設立者（社員）名簿

５　定款又は寄付行為

６　設立時の財産目録

７　財産の内訳明細書

（１）資産

（２）負債

８　基金引受申込書

９　拠出に係る重要な財産の権利の所属についての金融機関等の証明書

　　　（現金、有価証券の保管証明書、預金残高証明書等）

１０　不動産登記事項証明書

１１　不動産鑑定評価書

１２　負債の残高証明及び債務引継承認書

１３　設立後２ヶ年の事業計画書、予算書　※

１４　過去２ヶ年分の確定申告における収支決算書類の写し
１５　設立代表者への法人設立に関する権限の委任状

１６　役員の就任承諾書及び医療法第４６条の５第５項の欠格事由に該当しない旨の誓約書

１７　設立者及び役員に就任する者の履歴書、印鑑証明書及び身分証明書

１８　管理者就任承諾書（法人が開設する医療機関の管理者となる者）

１９　勤務誓約書

２０　賃貸借契約書（案）及び賃貸人の所有を証する不動産登記事項証明書

　　　

２１　医療従事者名簿

２２　医師、歯科医師等有資格者の免許証の写し

２３　開設に関する医療機関の案内図、敷地図、建物平面図

注）※　実績２年以上の一人医師医療法人の場合は、添付を省略できます

実際に添付するもののみ


記入してください。





他の申請書類と重複しない議案書がある場合は、


「議案１　設立趣意書


議案２　設立者（社員）名簿


　　　・


　　　・


　　　・　　　　　　　　　」と議案名を挙げ、


「議案１から６については、他の申請書類と重複するため、添付を省略する。」とし、


他の申請書類と重複しない議案書を添付してください。





土地、建物を現物で拠出する場合、添付してください。





法人に債務を引き継ぐ場合、


添付してください。





土地、建物を現物で拠出する場合、添付してください。





初年度が１年未満となる場合は、３年度分必要です。








管理者以外に勤務する医師、歯科医師がいる場合、添付してください。





建物が未完成等で契約書（案）ができていない場合は


契約予定の内容を明示した


書類を添付してください。





賃貸価格の積算根拠を示し、


評価額の分かる書類を添付してください。


（不動産鑑定評価書、固定資産税課税明細書など）





※近隣の不動産賃借料と比較して著しく高額である場合は、医療法第５４条（剰余金配当の禁止）に抵触するおそれがあります。





写しは、設立代表者が原本と突合の上、


「○年○月○日原本確認済」と記入し、記名・押印してください。





医師、歯科医師については、


履歴書を添付してください。








